
すこやかアンケート調査等の実施について 

１ 調査目的 

本市では，「高齢者保健福祉計画」及び「介護保険事業計画」の二つの計画について，両計画

を調和のとれた計画とするため「京都市民長寿すこやかプラン」として一体的に策定している。

本調査は，次期プランとなる「第８期京都市民長寿すこやかプラン（計画期間：令和３年度

～５年度）」の策定に向けた基礎資料とするため，介護サービスの利用状況及び今後の利用意向

等を把握するとともに，介護保険制度及び高齢者保健福祉施策に係る市民の意向及び事業者の

状況を調査するため３年ごとに実施しているもの。

このうち，高齢者を対象とする調査では，日常生活圏域ごとの課題や必要となるサービス等

を把握するため，国が示す「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」の項目を取り入れ，調査・

集計を行っている。

２ 調査期間・概要 

⑴ 調査期間

  令和元年 11 月 25 日（月）～12 月 25 日（水） 

⑵ 調査概要 

種 別 調査対象

す
こ
や
か
ア
ン
ケ
ー
ト

高齢者調査

○市内在住の 65 歳以上の方，14,700 人

○令和元年 11 月１日現在の住民基本台帳から

無作為抽出

若年者調査

○市内在住の 40 歳以上 65 歳未満の方，1,200 人

○令和元年 11 月１日現在の住民基本台帳から

無作為抽出

在宅介護実態調査

・ 本人向け

・ 介護者向け

○市内在住の介護保険制度の要介護（要支援）認定を受け

ている 65 歳以上の方，2,000 人

○令和元年 11 月 1 日現在の住民基本台帳データのうち，

令和元年 7 月に要介護（要支援）認定を受けている方か

ら無作為抽出

介護サービス事業者アン

ケート調査

○京都市内でサービスを提供する介護サービス

事業者（※）

 約 3,600 事業者（全数）

※ 市内の介護保険サービス事業者のうち，令和元年 7 月の給付実績のある事業者を対象

とし，居宅療養管理指導，福祉用具貸与及び特定福祉用具販売については対象外とする。

京都市高齢者施策推進協議会 

第 2 回(R1.11.14) 資料５ 
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３ 調査の方法 

⑴ すこやかアンケート（高齢者調査・若年者調査・在宅介護実態調査）

   住民基本台帳等から無作為抽出した市民に調査票を郵送し，郵送により調査票の回答（無

記名）を受ける形で実施する。

   なお，在宅介護実態調査については，回収後に認定データと関連付けた分析を可能とする

接続方式を採用する。

⑵ 介護サービス事業者アンケート調査

  京都市内でサービスを提供する全介護サービス事業者（居宅療養管理指導，福祉用具貸与及

び特定福祉用具販売を除く）に案内文書を郵送し，ホームページ上の調査専用画面への入力に

より回答を受ける形で実施する。

４ 調査に当たっての国の方針及び前回調査からの主な変更点 

⑴ 高齢者調査（国の示す基本指針に基づく調査） 

  国における調査の名称：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

  （国の方針）

   ・ 基本的な考え方は第７期から変更ない。

   ・ 通いの場，認知症の相談窓口に関する設問の追加 別紙１

  （主な変更点） 

   ・ 昭和５５年度から５年毎に実施している「京都市高齢社会対策実態調査」と統合

    → 重複する設問以外の設問については，基本的に追加

⑵ 若年者調査（本市独自調査）

 （主な変更点）

  ・ 平成２年度から１０年毎に実施している「高齢者問題に関する市民意識調査」と統合

    → 重複する設問以外の設問については，基本的に追加

⑶ 在宅介護実態調査（国の示す基本指針に基づく調査） 

  国における調査の名称：在宅介護実態調査（本市と同様） 

  （国の方針）

   ・ 基本的な考え方は第７期から変更ない。

⑷ 介護サービス事業者アンケート調査（本市独自調査）

 （主な変更点）

・ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスに関する設問を追加

※ １０月８日，９日に開催したワーキンググループにおいて，各委員の皆さまから頂戴した

御意見を反映 別紙２

５ その他 

高齢者調査については，日常生活圏域（概ね中学校区数を想定し，本市では７６圏域を設定）

に在住する高齢者の状態像を基礎に，日常生活圏域ごとの課題や必要となるサービス等を把

握・分析できるよう調査・集計を行う。
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６ 今後のスケジュール

  令和元年１１月１４日   高齢者施策推進協議会開催

→ 調査票の最終版を報告

１１月２５日～  各種アンケートの郵送及び回収

      １２月２５日   アンケート回収期限

      １２月２６日～  調査アンケートの集計・分析

令和２年 ２月      集計結果のとりまとめ

高齢者保健福祉計画ＷＧ開催及び

介護保険事業計画ＷＧ開催

    → 集計結果の報告

      ～３月      高齢者施策推進協議会開催

→ 集計結果の報告

               ⇒ 第８期プラン策定に反映

3



4



第６期・第７期・第８期ニーズ調査の概要

0

名称 （第6期）日常生活圏域ニーズ調査 （第７期）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 （第８期）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

目的
（調査票の作成段階での
想定）

• 高齢者の身体機能の状況、閉じこも
り、認知症等のリスク要因や世帯状
況など地域の高齢者の状況を把握し
た上で、地域が抱える課題に対応し
たサービスや事業の目標設定を行い、
計画に位置づけ、介護保険事業計画
策定に活用すること

• 調査で把握されたリスクのある高齢
者に対する介護予防事業への誘導
などの支援を行うこと

• 要介護状態になる前の高齢者のリスク
や社会参加状況を把握することで、地域
診断に活用し、地域の抱える課題を特定
すること

• 新しい介護予防・日常生活支援総合事
業の管理・運営に活用すること

• 介護保険事業計画における新総合事業
部分の策定に活用すること

• 要介護状態になる前の高齢者のリスク
や社会参加状況を把握することで、地域
診断に活用し、地域の抱える課題を特定
すること

• 介護予防・日常生活支援総合事業の評
価に活用すること

調査対象 特に限定なし 要介護１～５以外の高齢者

調査項目数 96問
必須項目33問（見える化への登録、地域診
断の活用を想定）
オプション項目30問

必須項目39問
オプション項目27問

設
問
の
内
容

「リスク
の発生
状況」
の把握

基本チェッ
クリストで
設定したも
の「虚弱」
高齢者を把
握する項目

• 運動器の機能向上
• 栄養改善
• 口腔機能の向上
• 閉じこもり予防・支援
• 認知症予防・支援
• うつ予防・支援

• 運動器の機能低下
• 低栄養の傾向
• 口腔機能の低下
• 閉じこもり傾向
• 認知機能の低下

その他 • ADL／老研式指標（IADL・社会参加・
社会的役割）

• 転倒リスク／認知機能（CPS）

• IADL／転倒リスク

「社会資源」等
の把握

• ボランティア等への参加頻度
• たすけあいの状況 等

• ボランティア等への参加頻度
• たすけあいの状況
• 地域づくりへの参加意向
• 主観的幸福感 等

• ボランティア等への参加頻度
• たすけあいの状況
• 地域づくりへの参加意向
• 主観的幸福感 等

その他 ・認知症にかかる相談窓口の認知度

標準的な実施方法 解説や案内なし 「実施の手引き」の提示 「実施の手引き」「活用の手引き」の提示

見える化システムへの登録 なし
あり（標準的な実施方法により得られた必
須項目への回答）

あり（標準的な実施方法により得られた必
須項目、オプション項目への回答）

地域診断 個別介入
地域診断
見える化システム

25項目

※うつ予防・支援項目は主観的幸福感とうつ病スクリーニングの二質問法の設問を採用

地域診断
見える化システム

必須13項目
オプション7項目

IADL︓必須5項目 オプション0項目
転倒リスク︓必須1項目 オプション0項目

必須18項目
ｵﾌﾟｼｮﾝ25項目

必須4項目
重複あり

必須22項目
ｵﾌﾟｼｮﾝ22項目

必須2項目

0

別紙１
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第７期→第８期の調査項目の変更①

追加

ｵﾌﾟｼｮﾝ
→必須

選択肢
追加

選択肢
追加

一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会での検討を勘案し、社会参加の状況を幅広く確認することを
目的として、調査項目の追加等したうえで調査を実施する。

1
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第７期→第８期の調査項目の変更③

「認知症施策推進大綱」（令和元年６月18日認知症施策推進関係閣僚会議決定）において「認知症の相談窓
口について、関係者の認知度２割増加、住民の認知度１割増加」がKPIとして設定された。その達成状況を定期
的に把握するため、ニーズ調査する機会を活用して、認知症に関する相談窓口の認知度を調査することとした。

（新設）

問８ 認知症にかかる相談窓口の把握について 

（１）認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいますか

１．はい  ２．いいえ 

（２）認知症に関する相談窓口を知っていますか

１．はい  ２．いいえ 

2
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各ワーキンググループにおいて頂いたご意見等とその対応について

調査 該当箇所 頂いたご意見等 対応           ※網掛け＝追記箇所

高齢者 
Ｐ１－問１－Ｑ

１

〇 年齢に関する設問について，女性の場合，寿命中位数

は 90歳となる中，85 歳以上を一括りにするのどうか。

Ｑ１．あなた（あて名の御本人。以下の問も同じです。）の年齢をお教え

ください。＜○は１つ＞

１．６５～６９歳 ２．７０～７４歳 ３．７５～７９歳

４．８０～８４歳 ５．８５～８９歳 ６．９０～９４歳

７．９５～９９歳 ８．１００歳以上

高齢者 
Ｐ１４－問１１－

Ｑ１

〇 かかりつけ医に関する設問について，「何かあれば」

は，少し違和感がある。普段からかかっておられると

か，普段から利用していることのほうが近い。 

〇 聞き方がわかりにくい。 

Ｑ１．あなたには，気軽に相談でき，普段から何かあれば診療を受ける，

決まった「１.かかりつけ医」「２.かかりつけ歯科医」，「３.かかりつけ

薬剤師（薬局）」がいますか。＜(1)から(3)までそれぞれ〇は１つずつ

＞

(1)かかりつけ医がいる 1．いる

2．いないが，何かあれば受診する医療

機関は決まっている

3．いない

4．わからない

(2)かかりつけ歯科医がいる 1．いる

2．いないが，何かあれば受診する歯科

医院は決まっている

3．いない

4．わからない

(3)かかりつけ薬剤師(薬局)
がいる

1．いる

2．いないが，何かあれば服薬相談をす

る薬局は決まっている

3．いない

4．わからない

別紙２
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高齢者 
Ｐ１６－問１３－

Ｑ３ 

〇 認知症に関する設問について，地域包括支援センタ

ーは認知症の総合支援事業を実施している機関なの

で，入れるべきでは。 

Ｑ３．あなたは認知症の方を支援する機関や取組について知っています

か。＜あてはまるものすべてに〇＞

６．地域包括支援センター（高齢サポート）

若年者 
Ｐ６－問５－ 

Ｑ２ 

〇 認知症に関する設問について，地域包括支援センタ

ーは認知症の総合支援事業を実施している機関なの

で，入れるべきでは。 

Ｑ２．若年性認知症とは６５歳未満で発症する認知症のことです。あな

たは若年性認知症の方を支援する機関や取組について知っています

か。＜あてはまるものすべてに〇＞

６．地域包括支援センター（高齢サポート）

若年者 
Ｐ１４－問８－

Ｑ２ 

〇 老後の準備に関する設問について， 45～60 歳の方に

人生の終い支度のようなことを今から考えておくとい

うのはどうか。 

Ｑ２．あなたは老後のための準備として必要なものは何だと思いますか。

＜○は３つまで＞

12. 人生の終い支度（家族や親しい人との話し合い 等）

在宅介護 Ｐ３－Ｑ８‐１ 

〇 介護保険サービスに関する設問について，「居宅療養

管理指導」という言葉が出てくるが，この意味を正確に

理解できている方は少ないのでは。言葉の定義につい

て明記してはどうか。 

Ｑ８－１．Ｑ８で「１．利用した」と回答した方にお伺いします。以下

の介護保険サービスについて，令和元年１１月の１箇月間の利用状況を

御回答ください。対象の介護保険サービスを利用していない場合は，「１．

利用していない」を選択してください。＜○はそれぞれ１つ＞ 

(12）介護保険の居宅療養管理指導※（１箇月あたりの利用回数）＜○は

１つ＞ 

１．利用していない ２．月１回程度  ３．月２回程度 

４．月３回程度   ５．月４回程度 

※ 医師・歯科医師・薬剤師・管理栄養士・歯科衛生士などがご家庭を

訪問し，療養上の管理，指導などを行うもの。

在宅介護 Ｐ５－Ｑ１２ 

〇 かかりつけ医に関する設問について，かかりつけ医

による訪問診療に，歯科医師が訪問する場合は除かれ

ています。歯科医師による訪問診療を加えてはどうか。

Ｑ12．あらかじめ，かかりつけ歯科医等の歯科医師が診療計画を立てて，

月１～２回など定期的に患者さんの居宅に訪問することを訪問歯科診療

といいます。 

あなたは，現在，訪問歯科診療を利用していますか。＜○は１つ＞ 

１．利用している   ２．利用していない 

※この設問には，療養上の管理・指導を行う居宅療養管理指導等は含み

ません。 

1
0



事業者 Ｐ２－問２

〇 平成30年の制度改正で居宅介護支援事業所の管理者

が主任ケアマネでなければならないとされたが，研修

を受講していない事業所があると思うので，把握する

ための設問を追加してはどうか。 

問２ 貴事業所における従業者数を御記入ください。（令和元年１１月１

日現在の状況でお答えください）

職員配置 常勤 非常勤

４０．上記８のうち居宅介護

支援の施設管理者（再掲）
人 人

事業者 Ｐ６－問１０ 

〇 入所者の平均入所期間に関する設問について，施設

によっては開所から日が浅い所もあるため，何年だけ

でなく何箇月まで問うほうが回答しやすいと思う。 

〇 特養の場合，平成 27年度以降，新規入所者は原則要

介護３以上となったため，制度改正以降に新しく開設

した施設とその他の施設では平均入所期間について異

なる傾向が出ると思う。 

問 10 入所者の平均入所期間について御記入ください。 

※ 平成 30 年 11 月１日～令和元年 10 月 31 日までに施設を退所された方の平均値

を御回答ください（短期入院等により居室確保を行っていた場合は，居室確保をし

ていた期間も含めて通算してください）。 

        年

１ 延べ退所者数   人  平均入所期間    年   箇月 

２ 施設種別が介護老人福祉施設の場合のみ御回答ください。「平成２６

年度末までに入所」と「平成２７年度以降に入所」に区分した「延

べ退所者数」と「平均入所期間」を御回答ください。 
延べ退所者数 平均入所期間 

平成２６年度末までに入所       人   年  箇月
平成２７年度以降に入所       人   年  箇月

事業者 Ｐ７－問１１ 

〇 介護サービスの質的向上に関する設問について，

「モラル」という聞き方はネガティブな意味に捉えら

れることもあるため，「人権意識の向上」といった聞

き方に変更してはどうか。 

問 11 介護サービスの質の向上のために具体的な取組はされています

か。（○は３つまで） 

12．職員の人権意識モラルの向上の取組 

事業者 Ｐ１２－問１７ 

〇 外国人雇用に関する設問について，外国人の中で

も，留学生や日本国籍の方の雇用割合は高いと感じて

おり，一括りにするのではなく，特定技能や技能実習

生について把握した方がよいのではないか。 

〇 実態として「管理団体をどこにしたらよいのか分か

らない」や，「金銭的な問題で雇えない」といった課

題がある。そういった選択肢も入れられてはどうか。

問 17 外国人（※）を雇用するうえで最も大きいと思う課題は何ですか。

（○は３つまで） 

※在留資格が「EPA」，「留学」，「技能実習」，「特定技能」，「介護」の方 

９．信頼できる監理・支援団体の選定 

１０．監理団体や生活支援を行うための費用負担 
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事業者 Ｐ１９－問２０ 

〇 処遇改善に関する設問について，介護助手という制

度が取り入れられれば，介護の諸現場での負担軽減に

繋がると思うので，実態把握をしてはどうか。 

問20 調査対象サービスの介護従事者に対する給与等の引き上げ以外の

処遇改善に関して，平成３１年４月～令和元年１１月までに実施した対

応状況（今後の予定を含む）についてお伺いします。下表（Ａ）～（Ｕ）

の項目ごとに，該当する 1～5の欄に 1つだけ○をつけてください。 

～表（略）～ 

上記以外で担い手確保や処遇の改善について，取り組まれている事がご

ざいましたら，記載してください。 

（例：介護助手（人員基準の対象外の職員）を配置し，職員の負担軽減

を図っている。） 

事業者 Ｐ２１－問２１ 

〇 総合事業に関する設問について，回答する事業者に

とって，回答する選択肢によっては，サービス提供を

拒否をしたと受け取られないかと考え，回答しづらい

のではないか。 

問 21 令和元年５月１日から令和元年１０月３１日の間に，地域包括支

援センター又は居宅介護支援事業所から，総合事業の新設サービス（生

活支援型ヘルプサービス，支え合い型ヘルプサービス，短時間型デイサ

ービス，短期集中運動型デイサービス）の提供に関する依頼に対して，

どの程度の割合で応じられましたか。問合せや依頼がありましたか。以

下の選択肢番号のいずれかに○をしてください。 

問 22 令和元年５月１日から令和元年１０月３１日の間に，地域包括支

援センター又は居宅介護支援事業所に対して，総合事業の新設サービス

（生活支援型ヘルプサービス，支え合い型ヘルプサービス，短時間型デ

イサービス，短期集中運動型デイサービス）の提供を断ったことがあり

ましたか。その回数につき，以下３つの選択肢番号のいずれかに○をし

てください。 

事業者 Ｐ２６－問２６ 

〇 介護支援専門員に対する設問のうち，充実が必要な

サービスに関する設問について，回答項目に身元保証

のようなものを追加してはどうか。どんなサービスを

使うにしても保証人を求められる場合が多いので，把

握しておくとよいのではないか。 

問 26 住み慣れた地域で生活を続けていくうえで，介護保険のサービス

以外に，現状から今後充実（量的・質的な充実）が必要と思われるもの

は何ですか。（○は３つまで） 

13. 主に一人暮らしの高齢者等を対象とする身元保証や日常生活支援，

死後事務等を行うサービスの提供 
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